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労
働
経
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の
推
移
と
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経
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向
け
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働
者
、
事
業
所
規
模
30
人
以
上
） 
�

 1
14

第
3−
（
1）
−
2図
	
�月
間
出
勤
日
数
と
出
勤
日
1
日
当
た
り
の
総
実
労
働
時
間
の
推
移
（
30
人
以
上
規
模
事
	

業
所
、
就
業
形
態
計
） 
�

 1
15

第
3−
（
1）
−
3図
	
�企
業
規
模
別
完
全
週
休
2
日
制
適
用
労
働
者
割
合
の
推
移
 �

 1
15

第
3−
（
1）
−
4図
	
�総
実
労
働
時
間
の
増
減
差
の
要
因
分
解
 �

 1
16

第
3−
（
1）
−
5図
	
�一
般
労
働
者
の
月
間
総
実
労
働
時
間
の
推
移
 �

 1
17

第
3−
（
1）
−
6図
	
�パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
月
間
総
実
労
働
時
間
の
推
移
 �

 1
17

第
3−
（
1）
−
7図
	
�企
業
規
模
別
月
間
総
実
労
働
時
間
の
推
移
 �

 1
18

第
3−
（
1）
−
8図
	
�産
業
別
月
間
総
実
労
働
時
間
（
一
般
労
働
者
） 
�

 1
19

第
3−
（
1）
−
9図
	
�産
業
別
月
間
総
実
労
働
時
間
の
推
移
（
一
般
労
働
者
） 
�

 1
20

第
3−
（
1）
−
10
図
	
�時
間
当
た
り
賃
金
額
の
階
級
別
月
間
総
実
労
働
時
間
 �

 1
20

第
3−
（
1）
−
11
図
	
�雇
用
者
の
月
末
1
週
間
の
就
業
時
間
別
内
訳
の
推
移
（
男
性
） 
�

 1
21

第
3−
（
1）
−
12
図
	
�雇
用
者
の
月
末
1
週
間
の
就
業
時
間
別
内
訳
の
推
移
（
女
性
） 
�

 1
21

第
3−
（
1）
−
13
図
	
�正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
う
ち
1
週
間
の
就
業
時
間
が
60
時
間
以
上
で
あ
る
者
の
割
合
	

の
推
移
（
男
性
） 
�

 1
23

第
3−
（
1）
−
14
図
	
�正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
う
ち
1
週
間
の
就
業
時
間
が
60
時
間
以
上
で
あ
る
者
の
割
合
	

の
推
移
（
女
性
） 
�

 1
23

第
3−
（
1）
−
15
図
	
�産
業
別
正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
う
ち
1
週
間
の
就
業
時
間
が
60
時
間
以
上
の
者
の
割
	

合
 �

 1
24
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第
3−
（
1）
−
16
図
	
�職
業
別
正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
う
ち
1
週
間
の
就
業
時
間
が
60
時
間
以
上
の
者
の
割
	

合
 �

 1
24

第
3−
（
1）
−
17
図
	
�企
業
規
模
別
正
規
の
職
員
・
従
業
員
の
う
ち
1
週
間
の
就
業
時
間
が
60
時
間
以
上
の
者
	

の
割
合
 �

 1
25

第
3−
（
1）
−
18
図
	
�平
日
の
時
間
帯
別
就
業
者
数
の
推
移
と
変
化
（
20
11
年
と
19
86
年
の
比
較
） 
�

 1
26

第
3−
（
1）
−
19
図
	
�平
日
20
時
以
降
の
就
業
者
数
の
20
11
年
と
19
86
年
の
比
較
 �

 1
26

第
3−
（
1）
−
20
図
	
�平
日
20
時
以
降
の
就
業
者
数
の
20
11
年
と
19
86
年
の
比
較
（
職
業
別
） 
�

 1
27

第
3−
（
2）
−
1図
	
�仕
事
の
時
間
の
増
減
希
望
 �

 1
29

第
3−
（
2）
−
2図
	
�労
働
時
間
を
減
ら
し
た
い
と
考
え
て
い
る
者
の
推
移
 �

 1
30

第
3−
（
2）
−
3図
	
�1
週
間
当
た
り
の
実
際
の
労
働
時
間
別
労
働
時
間
に
関
す
る
満
足
度
 �

 1
30

第
3−
（
2）
−
4図
	
�所
定
外
労
働
時
間
が
発
生
す
る
理
由
（
企
業
側
） 
�

 1
31

コ
ラ
ム
3−
1図
	

小
売
業
事
業
所
に
お
け
る
営
業
時
間
別
構
成
比
 �

 1
32

第
3−
（
2）
−
5図
	
�所
定
労
働
時
間
を
超
え
て
働
く
理
由
（
労
働
者
側
） 
�

 1
33

第
3−
（
2）
−
6図
	
�仕
事
の
特
徴
別
労
働
時
間
の
状
況
 �

 1
34

第
3−
（
2）
−
7図
	
�職
場
の
特
徴
別
労
働
時
間
の
状
況
 �

 1
34

第
3−
（
2）
−
8図
	
�仕
事
の
成
果
に
対
す
る
考
え
方
 �

 1
35

第
3−
（
2）
−
9図
	
�会
社
へ
の
貢
献
に
対
す
る
考
え
方
 �

 1
36

第
3−
（
2）
−
10
図
	
�所
定
労
働
時
間
を
超
え
て
働
く
理
由
（
労
働
者
側
・
年
収
別
） 
�

 1
37

第
3−
（
2）
−
11
図
	
�所
定
外
労
働
時
間
別
所
定
外
労
働
が
発
生
す
る
理
由
（
企
業
側
） 
�

 1
37

第
3−
（
2）
−
12
図
	
�所
定
外
労
働
に
対
す
る
人
事
評
価
（
企
業
側
） 
�

 1
38

第
3−
（
2）
−
13
図
	
�所
定
外
労
働
を
し
た
従
業
員
の
昇
進
・
昇
格
（
企
業
側
） 
�

 1
39

第
3−
（
2）
−
14
図
	
�仕
事
の
効
率
性
の
自
己
評
価
（
労
働
者
側
） 
�

 1
40

第
3−
（
2）
−
15
図
	
�実
際
の
労
働
時
間
別
仕
事
の
効
率
性
 �

 1
40

第
3−
（
2）
−
16
図
	
�就
業
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
者
（
産
業
別
） 
�

 1
41

第
3−
（
2）
−
17
図
	
�就
業
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
者
（
週
実
労
働
時
間
別
） 
�

 1
41

第
3−
（
2）
−
18
図
	
�健
康
に
対
す
る
不
安
 �

 1
42

コ
ラ
ム
3−
3−
①
図
　
諸
外
国
の
労
働
時
間
の
長
期
推
移
 �

 1
44

コ
ラ
ム
3−
3−
②
図
　
労
働
時
間
と
労
働
生
産
性
の
国
際
比
較
 �

 1
44

第
3−
（
3）
−
1図
	
�所
定
外
労
働
の
削
減
に
向
け
た
取
組
 �

 1
45

第
3−
（
3）
−
2図
	
�年
間
総
実
労
働
時
間
を
短
縮
し
て
き
た
（
短
縮
を
考
え
て
い
る
）
理
由
 �

 1
46

第
3−
（
3）
−
3図
	
�年
間
総
実
労
働
時
間
を
短
縮
し
て
き
た
（
短
縮
を
考
え
て
い
る
）
理
由
（
規
模
別
） 
�

 1
47

第
3−
（
3）
−
4図
	
�所
定
外
労
働
時
間
短
縮
の
有
無
別
生
産
性
の
評
価
 �

 1
47

第
3−
（
3）
−
5図
	
�18
時
頃
に
は
退
社
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
場
合
に
し
た
い
こ
と
（
実
際
の
労
働
時
間
別
）

	
 �

 1
48

第
3−
（
3）
−
6図
	
�IT
の
活
用
と
従
業
員
数
・
労
働
時
間
の
変
化
 �

 1
49

第
3−
（
3）
−
7図
	
�IT
活
用
の
メ
リ
ッ
ト
 �

 1
50

第
3−
（
3）
−
8図
	
�労
働
生
産
性
を
高
め
る
取
組
（
企
業
側
） 
�

 1
51

第
3−
（
3）
−
9図
	
�教
育
訓
練
の
実
施
状
況
と
同
業
他
社
と
比
べ
た
労
働
生
産
性
 �

 1
52

第
3−
（
3）
−
10
図
	
�教
育
訓
練
の
実
施
状
況
と
過
去
3
年
間
の
売
上
げ
推
移
 �

 1
53

第
3−
（
3）
−
11
図
	
�非
正
規
雇
用
労
働
者
の
う
ち
追
加
就
業
希
望
者
数
 �

 1
53

第
3−
（
3）
−
12
図
	
�仕
事
に
つ
け
な
い
理
由
別
完
全
失
業
者
数
（
う
ち
勤
務
時
間
・
休
日
な
ど
が
希
望
と
合
	

わ
な
い
） 
�

 1
54

人
口
減
少
下
に
お
け
る
地
域
経
済
の
在
り
方

第
４
章

第
4−
（
1）
−
1図
	
�三
大
都
市
圏
の
人
口
流
入
の
推
移
 �

 1
60

第
4−
（
1）
−
2図
	
�東
京
圏
に
お
け
る
他
道
府
県
か
ら
の
人
口
流
入
 �

 1
60

第
4−
（
1）
−
3図
	
�各
地
域
の
人
口
動
態
 �

 1
61

第
4−
（
1）
−
4図
	
�都
道
府
県
別
人
口
動
態
（
20
05
年
→
20
10
年
） 
�

 1
62

第
4−
（
1）
−
5図
	
�我
が
国
全
体
の
人
口
に
対
し
て
三
大
都
市
圏
及
び
地
方
圏
の
人
口
が
占
め
る

	
割
合
の
推
移
 	
�

 1
62

第
4−
（
1）
−
6図
	
�都
道
府
県
内
人
口
（
期
末
に
お
い
て
5
歳
以
上
）
移
動
の
推
移
 �

 1
63

第
4−
（
1）
−
7図
	
�都
道
府
県
庁
所
在
地
の
人
口
移
動
（
20
05
年
→
20
10
年
） 
�

 1
64

第
4−
（
1）
−
8図
	
�都
道
府
県
庁
所
在
地
の
人
口
変
化
（
20
05
年
→
20
10
年
） 
�

 1
65

第
4−
（
1）
−
9図
	
�三
大
都
市
圏
の
人
口
流
入
（
男
女
別
、
年
齢
階
級
別
） 
�

 1
66

第
4−
（
1）
−
10
図
	
�若
年
層
に
と
っ
て
の
大
都
市
圏
の
魅
力
 �

 1
67

第
4−
（
1）
−
11
図
	
�転
居
理
由
別
年
間
純
流
入
比
率
（
15
歳
以
上
35
歳
未
満
） 
�

 1
67

第
4−
（
1）
−
12
図
	
�都
道
府
県
別
高
校
卒
業
者
の
就
職
先
地
域
（
20
14
年
） 
�

 1
68

第
4−
（
1）
−
13
図
	
�大
学
入
学
志
願
者
比
率
の
変
化
（
19
80
年
→
20
14
年
） 
�

 1
69

第
4−
（
1）
−
14
図
	
�都
道
府
県
別
高
校
卒
業
者
の
進
学
先
地
域
（
20
14
年
） 
�

 1
69

第
4−
（
1）
−
15
図
	
�大
学
の
集
積
 �

 1
70

第
4−
（
1）
−
16
図
	
�20
12
年
新
卒
者
（
大
学
・
大
学
院
卒
）
の
就
職
に
伴
う
移
動
 �

 1
71

第
4−
（
1）
−
17
図
	
�大
学
生
就
職
意
識
調
査
 �

 1
72

第
4−
（
1）
−
18
図
	
�常
用
雇
用
者
数
が
30
0
人
を
超
え
る
企
業
の
本
社
の
密
度
 �

 1
72

第
4−
（
1）
−
19
図
	
�生
産
年
齢
人
口
比
率
の
変
化
（
19
80
年
→
20
10
年
） 
�

 1
73

第
4−
（
1）
−
20
図
	
�高
齢
人
口
比
率
の
変
化
 （
19
80
年
→
20
10
年
）�

 1
74

第
4−
（
1）
−
21
図
	
�労
働
力
率
の
変
化
（
20
07
年
→
20
12
年
）
の
要
因
分
解
 �

 1
75

第
4−
（
1）
−
22
図
	
�都
道
府
県
別
合
計
特
殊
出
生
率
の
変
化
 �

 1
75

第
4−
（
2）
−
1図
	
�民
間
需
要
と
公
的
需
要
の
比
率
 �

 1
76

第
4−
（
2）
−
2図
	
�県
民
一
人
当
た
り
の
県
内
総
生
産
の
全
国
平
均
と
の
差
の
内
訳
 �

 1
77

第
4−
（
2）
−
3図
	
�農
林
水
産
業
の
付
加
価
値
シ
ェ
ア
 �

 1
78

第
4−
（
2）
−
4図
	
�農
林
水
産
業
の
有
業
者
シ
ェ
ア
 �

 1
78

第
4−
（
2）
−
5図
	
�製
造
業
の
付
加
価
値
シ
ェ
ア
 �

 1
79

第
4−
（
2）
−
6図
	
�製
造
業
の
有
業
者
シ
ェ
ア
 �

 1
80
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第
4−
（
2）
−
7図
	
�生
産
工
程
従
事
者
比
率
の
変
化
（
19
97
年
→
20
12
年
） 
�

 1
80

第
4−
（
2）
−
8図
	
�卸
売
・
小
売
業
の
付
加
価
値
シ
ェ
ア
 �

 1
81

第
4−
（
2）
−
9図
	
�卸
売
・
小
売
業
の
有
業
者
シ
ェ
ア
 �

 1
82

第
4−
（
2）
−
10
図
	
�金
融
・
保
険
業
の
付
加
価
値
シ
ェ
ア
 �

 1
83

第
4−
（
2）
−
11
図
	
�金
融
・
保
険
業
の
有
業
者
シ
ェ
ア
 �

 1
83

第
4−
（
2）
−
12
図
	
�サ
ー
ビ
ス
業
の
付
加
価
値
シ
ェ
ア
 �

 1
84

第
4−
（
2）
−
13
図
	
�サ
ー
ビ
ス
業
の
有
業
者
シ
ェ
ア
 �

 1
85

第
4−
（
2）
−
14
図
	
�産
業
別
域
際
収
支
 �

 1
85

第
4−
（
3）
−
1図
	
�経
済
成
長
率
の
地
域
圏
別
寄
与
度
分
解
 �

 1
87

第
4−
（
3）
−
2図
	
�都
道
府
県
別
経
済
成
長
率
（
20
01
年
度
→
20
11
年
度
）
の
寄
与
度
分
解
 �

 1
88

第
4−
（
3）
−
3図
	
�県
民
一
人
当
た
り
の
家
計
可
処
分
所
得
と
県
民
一
人
当
た
り
の
家
計
最
終
消
費
支
出
の
	

関
係
 �

 1
88

第
4−
（
3）
−
4図
	
�県
民
一
人
当
た
り
の
県
内
総
生
産
及
び
県
民
所
得
の
都
道
府
県
格
差
の
推
移
 �

 1
89

第
4−
（
3）
−
5図
	
�県
民
一
人
当
た
り
の
家
計
可
処
分
所
得
の
全
国
平
均
と
の
差
の
内
訳
 �

 1
90

第
4−
（
3）
−
6図
	
�一
般
労
働
者
の
平
均
年
収
額
の
全
国
平
均
と
の
差
の
要
因
分
解
 �

 1
91

第
4−
（
3）
−
7図
	
�実
質
稼
働
所
得
増
減
（
20
01
年
度
→
20
11
年
度
）
の
要
因
分
解
 �

 1
92

第
4−
（
3）
−
8図
	
�労
働
生
産
性
（
名
目
）
の
都
道
府
県
間
格
差
の
推
移
 �

 1
92

第
4−
（
3）
−
9図
	
�実
質
労
働
生
産
性
の
変
化
（
20
01
年
度
→
20
11
年
度
） 
�

 1
93

第
4−
（
3）
−
10
図
	
�労
働
生
産
性
と
一
般
労
働
者
の
平
均
年
収
額
の
関
係
 �

 1
93

第
4−
（
3）
−
11
図
	
�大
都
市
圏
と
地
方
圏
の
所
得
格
差
と
大
都
市
圏
の
人
口
流
入
の
関
係
 �

 1
94

第
4−
（
3）
−
12
図
	
�一
般
労
働
者
の
平
均
年
収
額
と
就
職
に
伴
う
都
道
府
県
間
移
動
の
関
係
 �

 1
95

第
4−
（
3）
−
13
図
	
�人
口
密
度
と
労
働
生
産
性
の
関
係
 �

 1
96

第
4−
（
3）
−
14
図
	
�人
口
密
度
と
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
労
働
生
産
性
の
関
係
 �

 1
97

第
4−
（
3）
−
15
図
	
�事
業
所
密
度
と
労
働
生
産
性
の
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